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介護保険制度における介護予防施策（歴史）



3

84.2 128.9 
185.3 214.6 

595 

776 

899 

134.0 

174.0 

202.1 
220.1 

0

200

400

600

800

1000

H12年

4月末

H14年

4月末

H16年

4月末

H18年

4月末

' H27年 H37年 H47年

（万人）

要介護度別認定者数の推移

軽度（要支援～要介護１）

中重度（要介護２～要介護５）

２１８

３０３

３８７ ４３５ 全体

９９％増

中重度者

６４％増

軽度者

１５５％増

推計

要介護者要支援者

改善促進

非該当者

改善促進

重度化防止重度化防止

介護予防事業

(地域支援事業)
予防給付 介護給付× ×

47%

26%

33%

5%

18%

14%

17%

36%

30%

9%

5%

6%

22%

16%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

軽
度

中
重
度

全
体

関節疾患、骨折・転倒、高齢による衰弱
認知症
脳血管疾患
心臓病・糖尿病
その他・不明

厚生労働省「平成１６年国民生活基礎調査」

要介護度別の原因疾患

○ 要支援・要介護１の認定者（軽度者）の大幅な増加。

○ 軽度者の原因疾患の約半数は、体を動かさないことによる心身の機能低下。

定期的に体を動かすことなどにより予防が可能！ → 予防重視型システムの確立へ

介護予防重視型システムの確率（平成17年介護保険法改正）
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身の回りの動作（ADL） 生活行為(IADL)

要支援者のほとんどは、身の回りの動作は自立しているが、買い物など生活行為の一部がしづらくなっている。

n=851,756

n=855,173

n=1,047,954

n=854,999

※２ 平成23年度要介護認定における認定調査結果（出典：認定支援ネットワーク（平成24年2月15日集計時点））

n=二次判定件数

※１ 「歩行できる」には、「何かにつかまればできる」を含む。
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虚弱(Frailty)⇒ フレイル

フレイル・・・健常な状態と要介護状態(日常生活でサポートが必要な状態)の中間の状態として、日本老年医学会が
2014年に提唱。

多くの高齢者は健常な状態から、筋力が衰える「サルコペニア」という状態を経て、さらに生活機能が全般に衰える「フレ
イル」となり、要介護状態に至る。

しかし、適切な介入により、様々な機能を可逆的に戻せる状態像

出典：東京大学高齢社会総合研究機構・飯島勝矢先生 作成（葛谷雅文. 日老医誌 46:279-285, 2009より引用改変）より演者改変

フレイル



介護予防事業の再編（平成26年介護保険法改正）
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課
題

○ 介護予防の手法が、心身機能を改善することを目的とした機能回復訓練に偏りがちであった。
○ 介護予防終了後の活動的な状態を維持するための多様な通いの場を創出することが必ずしも十分でな

かった。
○ 介護予防の利用者の多くは、機能回復を中心とした訓練の継続こそが有効だと理解し、また、介護予防

の提供者も、「活動」や「参加」に焦点をあててこなかったのではないか。

○ 機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけではなく、生活環境の調整や、地域の中に生きがい・役割を
もって生活できるような居場所と出番づくり等、高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含めたバランスの
とれたアプローチが重要であり、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推
進し、要介護状態になっても、生きがい・役割を持って生活できる地域の実現を目指す。

○ 高齢者を生活支援サービスの担い手であると捉えることにより、支援を必要とする高齢者の多様な生活支援ニー
ズに応えるとともに、担い手にとっても地域の中で新たな社会的役割を有することにより、結果として介護予防に
もつながるという相乗効果をもたらす。

○ 住民自身が運営する体操の集いなどの活動を地域に展開し、人と人とのつながりを通じて参加者や通いの場が
継続的に拡大していくような地域づくりを推進する。

○ このような介護予防を推進するためには、地域の実情をよく把握し、かつ、地域づくりの中心である市町村が主体
的に取り組むことが不可欠である。

平成26年改正法以降の介護予防の考え方

介護予防・日常生活支援総合事業の再編



地域住民の参加

高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービス

生活支援の担い手
としての社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の

  ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別
○住民主体、NPO、民間企業等多様な

 主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援
・介護者支援 等

バックアップ

都道府県等による後方支援体制の充実

市町村を核とした支援体制の充実・強化

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。
ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同組合等の多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。

○ 多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、
制度的な位置づけの強化を図る。

バックアップ

介護予防・日常生活支援総合事業の推進
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地域支援事業の再編（平成26年介護保険法改正）

8

財源構成 改正前 改正後
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介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援１～２、それ以外の者）

○ 介護予防・生活支援サービス事業
・ 訪問型サービス
・ 通所型サービス
・ 生活支援サービス（配食等）
・ 介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○ 二次予防事業

○ 一次予防事業

※介護予防・日常生活支援総合事業の場合は、上記のほか、
生活支援サービスを含む要支援者向け事業・介護予防支援事業

同様

移行

多様化

包括的支援事業

○ 地域包括支援センターの運営
・ 介護予防ケアマネジメント、総合相談支援事業、

権利擁護業務、ケアマネジメント支援

包括的支援事業

○ 地域包括支援センターの運営
・ 左記に加え、地域ケア会議の充実

○ 在宅医療・介護連携推進事業

○ 生活支援体制整備事業
・ 生活支援コーディネーターの配置
・ 協議体の設置  等

○ 認知症総合支援事業
・ 認知症初期集中支援事業
・ 認知症地域支援・ケア向上事業

任意事業 任意事業

充実

地
域
支
援
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業

地
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支
援
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介護予防・日常生活支援総合事業の充実



○ 総合事業を充実していくための制度的・実務的な論点を包括的に整理した上
で、工程表に沿って、具体的な方策を講じるため、検討会を設けて検討。
※ 自治体・総合事業の実施主体の実務者などを中心に構成

※ 検討会ではテーマに応じて多様な実務者からのヒアリングも併せて実施

・ 第９期介護保険事業計画期間を通じた集中的な取組を促進するため、検
討会で議論を行い、令和５年12月７日に「介護予防・日常生活支援総合
事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理」を取りまとめ。結果は
介護保険部会にご報告。

＜中間整理に向けた主な検討事項＞
（１）総合事業の充実に向けた工程表に盛りこむべき内容
（２）住民主体の取組を含む多様な主体の参入促進のための具体的な方策
（３）中長期的な視点に立った取組の方向性

＜スケジュール＞
・ 第１回（４月10日）：介護予防・日常生活支援総合事業の現状と課題について
・ 第２回（５月31日）：ヒアリング、介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けて①
・ 第３回（６月30日）：介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けて②
・ 第４回（９月29日）：中間整理に向けた議論について
・ 第５回（11月27日）：中間整理（案）及び工程表（案）について

○ 介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）は、既存の介護サービス事業者に加えて、住民主体の取組を含む、多
様な主体によって介護予防や日常生活支援のサービスを総合的に実施できるようにすることで、市町村が地域の実情に応じたサービス提
供を行えるようにすることを目的とした事業である。平成26年法改正から一定期間が経過しており、総合事業の実施状況等について検証
を行いながら、地域における受け皿整備や活性化を図っていくことが必要である。
※ 総合事業の実施状況を見ると、６～７割の市町村において従前相当サービス以外のサービス（サービスＡ～Ｄ）のいずれかが実施され、

訪問型サービスと通所型サービスの実施事業所の２～３割がサービスＡ～Ｄ（通所型にあってはＡ～Ｃ）を実施している。

○ この観点から、従前相当サービスやそれ以外のサービスの事業内容・効果について実態把握・整理を行うとともに、担い手の確保や前
回制度見直しの内容の適切な推進も含め、総合事業を充実化していくための包括的な方策の検討を早急に開始するとともに、自治体と連
携しながら、第９期介護保険事業計画期間を通じて、工程表を作成しつつ、集中的に取り組んでいくことが適当である。

介護保険制度の見直しに関する意見（令和４年12月20日社会保障審議会介護保険部会）

「介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会」の設置

＜構成員一覧＞ （○：座長／五十音順、敬称略）

○粟田 主一 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研究所副所長

石田 路子
NPO法人高齢社会をよくする女性の会理事 
(名古屋学芸大学看護学部客員教授)

江澤 和彦 公益社団法人日本医師会常任理事

逢坂 伸子 大阪府大東市保健医療部高齢介護室課長

佐藤 孝臣 株式会社アイトラック 代表取締役

清水 肇子 公益財団法人さわやか福祉財団理事長

高橋 良太 社会福祉法人全国社会福祉協議会地域福祉部長

田中 明美 生駒市特命監

沼尾 波子 東洋大学国際学部国際地域学科教授

原田 啓一郎 駒澤大学法学部教授

堀田 聰子 慶応義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授

三和 清明 NPO法人寝屋川あいの会理事長（寝屋川市第１層SC）

望月 美貴 世田谷区高齢福祉部介護予防・地域支援課長

柳  尚夫 兵庫県但馬県民局豊岡健康福祉事務所（豊岡保健所）所長

介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会
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○ 2025年以降、現役世代が減少し医療・介護専門職の確保が困難となる一方で、85歳以上高齢者は増加していく。また、こうした
人口動態や地域資源は地域によって異なる。

○ こうした中、高齢者の尊厳と自立した日常生活を地域で支えていくためには、市町村が中心となって、医療・介護専門職がより専門性
を発揮しつつ、高齢者や多様な主体を含めた地域の力を組み合わせるという視点に立ち、地域をデザインしていくことが必要。

○ 総合事業をこうした地域づくりの基盤と位置づけ、その充実を図ることで高齢者が尊厳を保持し自立した日常生活を継続できるよう支
援するための体制を構築する。

85歳以上人口の増加 現役世代の減少

地域で暮らす人やそこにあるものは地域によって様々

高齢者を含む
多世代の地域住民

NPO・企業など
の多様な主体

介護事業者等
の専門職等

市町村

総合事業で
地域の力を
組合せる

強み

強み強み

強み
様々な活動

専門的な支援
社会参加・
つながり

地 域 共 生
社会の実現

介護予防・
認知症施策

※ 85歳以上になると要介護
認定率は上昇

※ 専門人材等の担い手不足が
進行

地域の力を引き出し地域づくりをプロデュース

介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理（概要❶）
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○ 高齢者の地域での生活は、医療・介護専門職との関わりのみならず、地域の住民や産業との関わりの中で成立するもの。また、高齢
者自身も多様な主体の一員となり、地域社会は形作られている。

○ 総合事業の充実とは、こうした地域のつながりの中で、地域住民の主体的な活動や地域の多様な主体の参入を促進し、医療・介
護の専門職がそこに関わり合いながら、高齢者自身が適切に活動を選択できるようにするものである。

○ 総合事業の充実を通じ、高齢者が元気なうちから地域社会や医療・介護専門職とつながり、そのつながりのもとで社会活動を続け、
介護が必要となっても必要な支援を受けながら、住民一人ひとりが自分らしく暮らし続けられる「地域共生社会」の実現を目指していく。

多様な主体の参入を促進

要介護や認知症フレイル～要支援元気～フレイル予防

地域との
関わり

医療・介
護との関わ

り

住民ｺﾐｭﾆﾃｨ趣味 就労買い物外出

高齢者自身が多様な選択肢をつなげ生活

医療・介護専門職とのつながりは希薄

心身の機能の低下により少しずつのあきらめがはじまる

総合事業の実施主体は介護サービス事業者が大宗を占める

住民ｺﾐｭﾆﾃｨ

趣味 就労
買い物外出

総合事業

適切かつ十分な医療・介護サービスの提供

住民ｺﾐｭﾆﾃｨ 買い物外出

これまでどおりの生活の選択肢をあきらめてしまう

様々な医療・介護サービス

地域との
関わり

医療・介
護との関わ

り

適切な介入によりこれまでの生活に

地域の人と資源がつながり地域共生社会の実現や地域の活性化

引き続き選択を継続

80歳・85歳になっても
選択肢をつなげ生活

充実

地域がチームとなって総合事業を展開

選択肢の拡大
尊厳を保持し自立した生活

専門職 専門職

主体的な参加

早期発見

早期からの
つながり

適切な選択の支援

サービスサービス

介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理（概要❷）
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〇国が示す総合事業の類型について、あくまでも制度に基づく実施手法等による分類であること、多様なサービス・活動は、高齢者の目線に立ち、選択肢の拡
充を図るものであることを明確化。

・ 高齢者が担い手となって活動（就労的活動を含む。）できるサービス、高齢者の日常生活支援を行うサービスなど、高齢者の目線に立ったサービスのコンセプトを軸とする多様な事業のあり方の例示
・ 予防給付時代の制度的分類にとらわれない、訪問と通所、一般介護予防事業、高齢者の保健事業や保険外サービスなどを柔軟に組み合わせた新たなサービス・活動モデルの例示
など、高齢者がその選択と参加の際にわかりやすく、また、市町村がこれまで国が示してきたサービス類型に縛られず総合事業を弾力的に展開できるような事業のあり方を検討することが必要である。

実
施
要
綱
改
正
後

従前相当サービス

多様なサービス・活動

サービス・活動A
（多様な主体によるサービス・活動）

サービス・活動B、
サービス・活動D（訪問型のみ）

（住民主体によるサービス・活動）

サービス・活動Ｃ
（短期集中予防サービス）

そ
の
他指定 委託

実施手法 指定事業者が行うもの（第１号事業支給費の支給） 委託費の支払い 活動団体等に対する補助・助成 委託費の支払い

こ
れ
ら
に
よ
ら
な
い
も
の

（
委
託
と
補
助
の
組
み
合
わ
せ
な
ど
）

想定される
実施主体

⚫ 介護サービス事業者等
（訪問介護・通所介護等事業者）

⚫ 介護サービス事業者等以外の多様な主体
⚫ （介護サービス事業者等）

⚫ ボランティア活動など地域住民の主体的
な活動を行う団体

⚫ 当該活動を支援する団体

⚫ 保健医療に関する専門的な知識を有す
る者が置かれる団体・機関等

基準 国が定める基準※1を例にしたもの サービス・活動の内容に応じて市町村が定めるもの

費用
国が定める額※2（単位数）

サービス・活動の内容に応じて市町村が定める額
額の変更のみ可 加算設定も可

対象者

⚫ 要支援者・事業対象者 ⚫ 要支援者・事業対象者
⚫ 継続利用要介護者

⚫ 要支援者・事業対象者
⚫ 継続利用要介護者

※ 対象者以外の地域住民が参加することも想定

⚫ 要支援者・事業対象者のうち、目標達成
のための計画的な支援を短期集中的に
行うことにより、介護予防・自立支援の効
果が増大すると認められる者

サービス内容
（訪問型）

旧介護予防訪問介護と同様*
* 身体介護・生活援助に該当する内容を総

合的かつ偏りなく老計10号の範囲内で実
施することが求められる

⚫ 高齢者が担い手となって活動（就労的活動を含む。）することができる活動
⚫ 介護予防のための地域住民等による見守り的援助の実施
⚫ 高齢者の生活支援のための掃除、買い物等の一部の支援*を行う活動 など

* 市町村の判断により老計10号の範囲を越えてサービス・活動を行うことも可能

⚫ 通院・買い物等の移動支援や移送前後の生活支援（原則としてＢ・Ｄでの実施を想定）
⚫ 対象者に対し、３月以上６月以下の期

間を定めて保健医療に関する専門的な
知識を有する者により提供される短期集
中的なサービス

サービス内容
（通所型）

旧介護予防通所介護と同様*
* 運動器機能向上サービス、入浴支援、食

事支援、送迎等を総合的に行うことが求め
られる

⚫ 高齢者が担い手となって活動（就労的活動を含む。）することができる活動
⚫ セルフケアの推進のため一定の期間を定めて行う運動習慣をつけるための活動
⚫ 高齢者の社会参加のための生涯学習等を含む多様な活動を支援するもの
⚫ 住民や地域の多様な主体相互の協力で行う入浴、食事等を支援する活動 など

⚫ 送迎のみの実施

支援の
提供者

国が定める基準による 市町村が定める基準による

訪問型:訪問介護員等
サービス提供責任者

通所型:生活相談員、看護職員
介護職員、機能訓練指導員

⚫ 地域の多様な主体の従事者
⚫ 高齢者を含む多世代の地域住民
⚫ （有償・無償のボランティア）

⚫ 有償・無償のボランティア
⚫ マッチングなどの利用調整を行う者

⚫ 保健医療専門職

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
改
正

多様なサービス・活動の交付金上の分類（令和６年度要綱改正）
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〇実施要綱の改正内容について具体的なイメージができるよう、事業例について、「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」（平成27年６
月５日老発0605第５号厚生労働省老健局長通知）の一部を改正。

従前相当サービス 多様なサービス・活動

⚫ 専門職による専門的な支援ニーズに総合的に応えるサービス
⚫ 想定される対象者は、進行性疾患や病態が安定しない者など
⚫ サービスの内容は総合的なものであるほか一定の制約あり

⚫ 地域住民を含む地域の多様な主体により展開されるサービスや活動
⚫ 想定される対象者は、地域とのつながりの中で生活する要支援者等
⚫ サービスの内容は高齢者の視点に立って検討される

選択

支援

【高齢者の選択肢の拡大の視点にたった多様なサービス・活動A・B(D)のイメージ】

⚫ 地域住民が担い手となって活動することができる活動
⚫ 介護予防のための地域住民等による見守り的援助の実施
➥ 多世代の地域住民が高齢者に対する生活支援や介護予防のための見守り的援

助等を実施する（多様なサービス・活動の利用者が、自身ができる範囲で活動す
ることも想定される）

➥ （有償・無償）ボランティア活動による場合は、サービス・活動Ｂ、雇用（ボラン
ティアとの選択も可）による場合など、地域の多様な主体への委託による活動とし
て実施する場合は、訪問型サービス・活動Ａとなる

訪問型の多様なサービス・活動のイメージ 通所型の多様なサービス・活動のイメージ

⚫ 高齢者の生活支援のための掃除、買い物等の一部の支援を行う活動 など
➥ 地域の訪問型サービスの利用者の支援ニーズを把握した結果、例えば、掃除がそ

の大宗を占める場合、掃除に特化したサービス・活動を提供
➥ 地域の清掃業者に委託等を行う場合、サービス・活動Ａとなる

⚫ 通院・買い物等の移動支援や移送前後の生活支援
➥ 地域住民の互助活動としての移動支援と付き添いであり、行き先は、介護予防・

社会参加の推進の観点から、市町村と地域住民とが協議のもと定める
➥ 原則としてサービス・活動Ｂ・Ｄでの実施を想定しているが、中間支援組織等への

委託を行う場合はサービス・活動Ａの一部として実施することも可能

※ 買い物支援については、通所型サービスを実施する場所あてに共同で配送を依頼することや、
移動販売を訪問型サービス・活動Ａとして実施することなども想定される

⚫ 地域住民が担い手となって活動することができる活動
➥ 多世代の地域住民が高齢者や例えば子どもなどの見守りを行う場、高齢者が自

身のスキルを活かし、他の高齢者の支援を行う場、例えば農業などの地域産業と
連動し、食品の加工や農作業などを行う場（多様なサービス・活動の利用者が、
自身ができる範囲で活動することも想定される）

➥ 訪問型サービスと同様

⚫ セルフケアの推進のため一定の期間を定めて行う運動習慣づけのための活動
➥ 外出機会の低下等がみられる者、サービス・活動Ｃの利用終了直後の者などに

対する運動習慣づけのための活動
➥ 民間の運動・健康づくり施設への委託等（期間を定めて支援し、終了後は自主

的な活動（セルフケア）に移行すること）を想定

⚫ 高齢者の社会参加のための生涯学習等を含む多様な活動
➥ 高齢者が興味・関心があり、今後の外出機会の向上や社会参加に資する活動と

連動するような、ITリテラシーの向上やスキルアップのための学習活動やサークル活
動等への参加を支援

➥ 当該活動を実施する多様な主体への委託等が想定（利用者の自己負担等に
関わりのない活動経費の一部を定額で支援する手法が適切）

⚫ 住民や地域の多様な主体相互の協力で行う入浴・食事等の支援
➥ 多世代の地域住民が集まる場で、高齢者同士が入浴時の見守りや食事等の支

援（配膳等）を行う活動
➥ 入浴施設、公民館、図書館など地域の多様な空間を活用することを想定

多様なサービス・活動の例（令和６年度ガイドライン改正）
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○   本人の希望を踏まえて地域とのつながりを継続できるようにする観点から、継続利用要介護者（介護給付を受ける前から継続的に総合事業を利用する
要介護者）にあっては、介護予防・日常生活支援総合事業の住民主体サービス（サービスＢ・Ｄ）を利用できることとしている（令和３年４月施行（※））。
（※）継続利用要介護者数：295人、継続利用要介護者に対する総合事業を提供する市町村数：59市町村（令和４年６月１日現在）

（出典）令和４年度老人保健健康増進等事業 「介護予防・日常生活支援総合事業及び生活支援体制整備の実施状況に関する調査研究」（株式会社エヌ・ティ・ティデータ経営研究所）

訪問型・通所型

従前相当サービス

訪問型・通所型

サービスA

訪問型・通所型

サービスB

訪問型・通所型

サービスC

訪問型

サービスD

内容 従前の予防給付相当 緩和された基準 住民主体 短期集中予防 住民主体の移動支援

対象 ✕ ○（R６.４～） ○（R3.4～） ✕ ○（R3.4～）

○ 「介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理」（令和５年12月７日）等を踏まえ、総合事業における多様な
主体の参入の促進を図りながら、地域のつながりの中で高齢者自身が適切に活動を選択できるよう、見直しを行う。

「介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理」（令和５年12月７日）
○ 高齢者の日常生活と関わる地域の多様な主体の参画が進めば、高齢者自身に支援が必要となっても、さらには要介護状態や認知症となっても、地域でのこれまでの日常

生活を自身の能力と選択に応じて継続できることにつながる。このような視点に立てば、継続利用要介護者の利用対象サービスを、住民主体サービスから広げていくことについ
て検討することが必要である。

介護保険法
施行規則の改正

・ 継続利用要介護者が地域とのつながりのもとで日常生活を継続するための選択肢の拡大を図る観点から、継続利用要介
護者が利用できるものとしてサービスＡを含める。

・ 継続利用要介護者の選択のもと、心身の状況等を踏まえたサービスが適切に提供されるよう、継続利用要介護者に対し
総合事業を提供する際の基準に、居宅介護支援事業所・地域包括支援センター・地域ケア会議等との密接な連携と緊
急時の対応に関する規定を新設。

（注）継続利用要介護者のケアマネジメントは、従前と同様、原則として指定居宅介護支援事業者が本人の選択のもとで行う。
 継続利用要介護者に対する総合事業に要する費用については、総合事業の上限額の個別協議の対象とする。 （通知により規定）

継続利用要介護者の利用可能サービスの弾力化（令和６年度省令改正）
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市町村が、総合事業の対象者以外の参加者に対する活動を事業の目的を達成
するための附随的な活動と判断する場合は、以下の取扱いによることとする。

⚫ 対象者数割合によらず、対象経費の一部を（定額）補助等すること
⚫ 対象者に対する活動に支障がないと市町村が認める場合、（給付の場合の

兼務と同様）対象者以外の者に対する活動全体に対して補助等すること

＊この取扱いによる場合も、対象者のみの事業を実施する場合と同様に、市町村は、総合事業の対象者
の数について、適宜適切に把握（団体等の負担に配慮し、把握時期を年度内の適切な時期とすること
や、利用実績の有無によらず登録者の数とすること等も可能）すること

〇サービス・活動Ａを委託により実施する場合の委託費や、サービス・活動Ｂ(Ｄ)の補助等の対象経費について、総合事業の対象者以外の地域住民が参加
する場合のルールについて、地域の多様な主体の参画を推進する観点から見直し。

改
正
前

実
施
要
綱
改
正
後

住民主体サービスについて、全利用者の半数以上が要支援者・事業対象者・継続利用要介護者である場合、地域共生社会の推進の観点から事業費を按分せず全額を地域支援事
業交付金の交付対象とする取扱いとしている。他方、利用人数の記録・交付金の申請額の計算等に住民コストが発生することを踏まえ、住民活動を地域で幅広く展開していく観点から、
更なる方策を検討することが必要である

補助対象経費

活動に係る「間接経費」の範囲内で市町村の裁量により定める

例）
⚫ 活動の立上げ支援に要する費用
⚫ 活動場所の借上げに要する費用
⚫ 光熱水費
⚫ 利用者の利用調整等を行う者に対する人件費 ＊
⚫ 支援者のボランティア活動に対する奨励金（謝礼金）

＊支援者の人件費は対象とならないが、人件費を補助等している利用調整等を行う者が
利用者に対し支援することは妨げない。

総合事業対象者以外の参加者がいる場合のルール

サービス・活動Ｂ・Ｄに該当する活動の参加者（総数）

要支援者
事業

対象者
継続利用
要介護者対象者

数割合

⚫ 対象者数割合が50％以上・・・対象経費の全額を補助等可能
⚫ 対象者数割合が50％未満・・・対象経費の額×対象者数割合を補助等可能

令和６年度以降、地域住民を含む多様な主体にょる活動の促進を図る観点から、以下の取扱いによる。※

活動に係る「間接経費」の範囲内で市町村の裁量により定める

例）
⚫ 活動の立上げ支援に要する費用
⚫ 活動場所の借上げに要する費用
⚫ 光熱水費
⚫ 利用者の利用調整等を行う者に対する人件費 ＊
⚫ 支援者のボランティア活動に対する奨励金（謝礼金）

＊支援者の人件費は対象とならないが、人件費を補助等している利用調整等を行う者が
利用者に対し支援することは妨げない。

対
象
者

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

生活支援の実施（訪問Ｂ） 買い物等の付き添い支援の実施（訪問Ｄ）

⇒対象者の数によらずボランティア活動全体に対する奨励金を補助することが可能

住民同士の食事や体操等の実施（通所Ｂ）※ 市町村の判断により、改正前の方法により補助を行うことも可能

地域の多様な主体による活動の展開が阻害される可能性

サービス・活動Ａの委託費についても、同様の考え方によることができる。
※この場合、「ボランティア活動に対する奨励金」については、委託業務に従事する職員の人件費

等を含めることとし、対象経費については、その他の直接経費を含むことができる。

住民主体のサービス・活動の推進（令和６年度要綱改正）
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改
正
前

実
施
要
綱
改
正
後

〇 介護予防ケアマネジメントについて、地域包括支援センターの計画の策定に係る業務負担軽減の視点も踏まえつつ、医療・介護専門職の適切なかかわり
あいのもとで「高齢者の選択」を適切に支援する観点から、個別のケアプラン作成から地域における包括的なケアマネジメントの実施への重点化を図るため、
・ 介護予防ケアマネジメント計画の策定が法令等において必須である場合を整理するとともに、
・ 介護予防ケアマネジメント計画の策定業務以外の、介護予防ケアマネジメントに含まれる業務範囲を明確化する。

考え方
指定介護予防支援と同様に行われるもの サービス担当者会議の省略や必要に応じてモニタリング時

期を設定するなど簡略化が可能
初回のみ実施し、住民主体の支援等につなげ、その後は
モニタリング等は行わない。

対象の
サービス

⚫ 従前相当サービス
⚫ 指定事業者によるサービスA
⚫ サービスC

⚫ 多様な主体による緩和型サービスA ⚫ サービスB・D
⚫ その他生活支援サービス

費用 ケアプラン作成１件当たり ケアプラン作成１件当たり 初回のケアプラン作成１件当たり

件数等 499,232件（1,455市町村） 39,005件（327市町村） 2,258件（267市町村）

ケアマネジメントA ケアマネジメントB ケアマネジメントC

考え方
ケアプランの策定が制度上必須となるもの
（介護予防支援と同様に行う必要があるもの）

ケアプランの策定の要否やケアマネジメントプロセスの簡略
化などについて、市町村の判断のもとで柔軟に行うもの

専門職のゆるやかな関わり合いのもとで、地域の多様な
主体との連携を図りながら実施するもの

対象の
サービス

⚫ 従前相当サービス
⚫ サービス・活動A
⚫ サービス・活動C

⚫ サービス・活動A
⚫ サービス・活動C

⚫ サービス・活動B・D（サービス・活動A）
⚫ その他生活支援サービス

業務の性質に
応じた費用等

の考え方

⚫ ケアプラン作成１件当たり ※1
※額の変更のみ可能

⚫ ケアプラン作成１件あたり ※2
※独自の評価(加算)設定が可能

⚫ 初回のケアプラン作成１件当たり ※2
※独自の評価(加算)設定が可能

※1：ケアプランの作成は必須（内容は省令の規定による） ※2：ケアプランの作成要否・内容等含め市町村の判断による

① ケアプラン策定をしない場合のアセスメントや事業実施者との連携
② サービス・活動事業の利用に至らなかった場合のアセスメントや利用調整等
③ 孤独・孤立の状況にある者に対する地域の多様な活動への参加支援のためのアウトリーチ等
④ サービス・活動Ｂ・Ｄ等の利用者に対し、自宅や活動の場への訪問・実施者からの報告等を通じ、状況等を

定期的に把握すること（利用者や事業実施者への助言等を含む）
⑤ 目標の達成等がなされ、サービス・活動事業の利用終了が適切と認められる者に対し、その選択・目標に応じ

て、地域の多様な活動につなげるための援助
⑥ 地域のリハビリテーション専門職等との連携・協働（支援方針の検討のためのカンファレンスの実施等）

※市町村は、事前に都道府県・郡市区医師会等や地域の医療機関等との調整の上、連携等の体制を整備

※ケアプランと第１号事業費が連動する場合

※ケアプランで利用期間を定める場合

ケアマネジメントＢ・Ｃについては、
・ 高齢者の選択を適切に支援するためのインテーク
・ 孤独・孤立などのハイリスク者へのアプローチ
・ 継続参加率向上のための活動状況のフォローアップ
・ リハ職などとの連携による支援
など、①～⑥のような、ケアプラン作成件数単位では評価
しがたい高齢者の選択と継続的な活動・参加支援に資す
る業務の実施体制整備に係る委託費(実施に当たる者の
人件費等)を、別途、包括的に支払うことが可能とする

個別の計画の策定 → 高齢者の選択と継続的な活動・参加支援の充実

高齢者の選択を支援するための介護予防ケアマネジメントの推進（令和6年度要綱改正）
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○ 介護予防ケアマネジメントについて、多様なサービス・活動の充実が進む場合、必ずしも指定介護予防支援と同様あるいはそのプロセスを基礎として取扱うこ
とよりも、より一層、インテークとフォローアップを効果的に行うことが必要となる。

○ このため、多様なサービス・活動利用時の介護予防ケアマネジメントについて、個別のサービス利用計画の作成業務から、これまで地域包括支援センターが
担ってきた機能である地域づくりに密接に関わる業務への移行を図り、高齢者が、その選択に基づき、医療・介護の専門職とのかかわりのもとで継続的に地
域とつながりながら多様な活動に参加することを支援する。

ア
セ
ス
メ
ン
ト
（
課
題
分
析
）

専門職によるサービ
ス（従前相当サー
ビス）又は利用期
間の設定が必要

多様なサービス・活
動※の利用がふさわ
しい場合

※住民主体活動については
ケアマネジメントＣ

計画原案
の作成

ケアマネジ
メントＡ

サービス担
当者会議

原案の
確定･交付

モニタリング・評価

計画作成
は不要※

ケアマネジ
メントＢ

事業者との
連携で可

利用者への
説明で可

サービス・活動
Ａ・Ｃ

定期的な活動状
況の把握等

計画作成
は不要※

ケアマネジ
メントＣ

事業者との
連携で可

利用者への
説明で可

サービス・活動
Ｂ・Ｄ

※省令に定める記載事項を簡略化等した介護予防ケアマネジメント計画に相当するものを市町村が定めることもできる

活動の場への訪問や
事業実施者への助言
をとおした継続的な参
加支援

総合事業以外の活
動への参加がふさわ
しい場合

アセスメント等・利用調整や活動の場への訪問・活動主体への助言などの継続的な参加支援

孤独・孤立の状態等のハイリスクになるおそれのある居宅要支援被保険者
等に対するサービス・活動への参加支援のためのアウトリーチ

地域のリハビリテーション専門職等との連携によるアセスメント等の実施による支援方針の検討
※市町村は、事前に都道府県・郡市区医師会等や地域の医療機関等との調整の上、連携等の体制を整備

利用終了後の地域活動等への
参加支援が必要な場合

個別のサービス利用計画の作成業務
（これまで１件当たりで評価を行ってきた部分）

インテークとフォローアップの充実による高齢者の選択と継続的な参加の支援
（独自の加算として評価することや体制確保に要する費用を包括的に委託費で支払うことが可能）

従前相当サービス
(サービス・活動Ｃ等)

高齢者の選択を支援するための介護予防ケアマネジメントの推進（令和6年度通知改正）
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○ 介護保険法（平成９年法律第123号）
（地域支援事業）

第百十五条の四十五 （略）
２ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業のほか、被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地

域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。
五 被保険者の地域における自立した日常生活の支援及び要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止に係る体制の整備その他

のこれらを促進する事業 

生活支援体制整備事業費（生活支援コーディネーターの配置・協議体の設置）の標準額
■第１層（市町村区域） 8,000千円 × 市町村数（※）
■第２層（中学校区域）     4,000千円 × 日常生活圏域の数
■住民参画・官民連携推進事業    4,000千円 × 市町村数（※）

（２）協議体の設置 地域の多様な主体間の連携･協働を推進し生活支援コーディネーターの活動を支援・補完。

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置
多様な主体による多様な取組のコーディネート機能を担い、一体的な活動を推進。

○地域に不足するサービスの創出（既存の活動と地
域をつなげることを含む）

○サービスの担い手（ボランティアを含む）の養成
○元気な高齢者をはじめとする多世代の住民が担い

手として活動する場の確保 など

※ 指定都市の場合は行政区の数
   一部事務組合及び広域連合の場合は構成市町村の数

★このほか、就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の配置も生活支援体制整備事業として実施可能。

生活支援体制整備事業

生活支援体制整備事業は、生活支援コーディネーターの配置と協議体の設置により、「市町村が中心となって、」「多様な主体による多様な生活支援・介

護予防サービスの提供体制を構築し、地域の支え合いの体制づくりを推進していく」もの（地域支援事業実施要綱より）

○多様な主体を含む関係者間の情報共有
○サービス提供主体間の連携の体制づくり など

資 源 開 発 ネットワーク構築

○地域の支援ニーズとサービス提供主体の活動のマッ
チング  など

ニーズと取組のマッチング

住民主体の
活動団体

地域運営組織 NPO法人 協同組合 民間企業
社協・

社会福祉法人
保険外サービス
等の実施者

等

20



生活支援体制整備事業に係る令和６年度要綱改正

21

実施要綱別記３ 包括的支援事業（社会保障充実分）２ 生活支援体制整備事業（法第115条の45第２項第５号）【改正箇所抜粋】 

なお、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）は、コーディネート業務を担う者であり、例えば、ａに掲げる資源開発において
は、資源開発そのものではなく、高齢者を含む多世代の地域住民、生活支援・介護予防サービスの実施者、地域包括支援センター及び
市町村をつなげ、それらの連携・共創を推進する役割を担うものである。したがって、市町村及び地域包括支援センターは、適切に生活
支援コーディネーター（地域支え合い推進員）との緊密な連携のもとで、サービス・活動事業としての事業化等を進めること。

また、コーディネート業務の実施に当たっては、高齢者が、単に地域の生活支援・介護予防サービスを享受するだけでなく、自身の関心
や選択を踏まえ、自分事として地域の多様な活動に主体的に参加することを促すよう取り組むこと。

(1) 目的
高齢者の尊厳と自立した日常生活を地域で支えていくためには、総合事業として実施するサービス・活動事業及び一般介護予防事業

並びに地域住民を含めた多様な主体による高齢者の自立した生活や介護予防に資する総合事業に該当しない多様な活動又は事業
（以下「生活支援・介護予防サービス」という。）について、事業間での連動を図りながら実施することが重要である。

(3) イ (ア)
SCの業務の目的

(3) イ (イ)
SCの業務の内容

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）は、地域住民や多様な主体との対話やネットワークの構築を行うことを通じ、関係
者の間で地域の現状や将来像の共有を図るとともに、地域住民や多様な主体ごとの多様な価値判断を尊重しながら地域での共創を
推進するため、次のａからｅまでに掲げるコーディネート業務を実施する。

(3) オ
就労的活動支援
コーディネーター

高齢者の就労的活動の充実には、当該活動と地域の第１次産業や製造・流通・販売・サービス業等の民間企業等による活動との連
携が期待されることから、こうした活動に知見のある者を配置することも効果的と考えられる。

住民主体による支援などの多様な支援を推進するためには、高齢者施策にとどまらず、地域づくりの観点から、高齢者施策以外の市町
村内の担当部門、地域内の関係団体との連携を視野に入れ、様々な分野の多様な主体を巻き込んで取組を進めていくこと。

したがって、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）が行うコーディネート業務を通じて創出等される地域での活動は、例えば、
多世代交流の場など、高齢者の支援のみならず、その結果として、多様な世代の支援に資することも想定されるものである。(3) カ 留意事項

本事業については、市町村が中心となって生活支援・介護予防サービスに係る体制整備の進捗状況を把握しながら計画的に取り組ん
でいく必要があることから、実施方針を明確化するとともに、短期的及び中長期的な目標を定め、必要に応じて事業の評価や効果測定
を実施すること。

〇 生活支援コーディネーター等について、「高齢者の選択肢の拡大」の観点から、業務が総合事業にとどまらないこと、地域住民や多様な主体の関心事の尊
重、市町村の責務、地域の産業や民間企業等を含む多様な主体との共創、多世代交流の視点などについて再定義。



〇高齢者の目線に立ち、地域で一層の多様なサービス・活動の充実を図るためには、生活支援体制整備事業を活用し、地域住民の関心事項を引き出し、
高齢者の日常生活を取り巻く様々な活動とをつなげていくことが重要。

〇このため、生活支援体制整備事業について、住民や地域での活動に取り組む民間企業等とをつなげるための活動についての評価を拡充する。

生活支援体制整備事業の活性化を図るため、生活支援コーディネーターが、その活動や協議体運営を通じ、地域住民の活動とそれ以外の多様な主体の活動とをつなげる活動を評価
するなどの検討が必要である。

高齢者を含む
多世代の地域住民

NPO・企業など
の多様な主体

介護事業者等
の専門職等

市町村

総合事業で
地域の力を
組合せる

強み

強み強み

強み
様々な活動

専門的な支援
社会参加・
つながり

介護予防・
認知症施策

地域の力を引き出し地域づくりをプロデュース

生活支援コーディネーター・協議体が行う住民参画・官民連携推進事業（新設）

タウンミーティングやワークショップの開催等
地域住民、医療・介護関係者及び地域での活動に取り組む民間企業
等を含む多様な主体が地域課題等の洗い出しや解決策・必要となる事
業等の検討を行う場の設置

多様なサービス・活動の実現に向けたプロジェクト化
地域での活動に取り組む民間企業等との連携・協働のもとで行う地域住
民へのインタビュー、マーケティング、デザイン（既存事業の見直し等を含
む。）等の実施

多様なサービス・活動を地域に実装するための試行的実施に係る支援
総合事業としての全地域での本格実施まで、地域での活動に取り組む民
間企業等と地域住民の協働のもとで行う事業が自走するまでの期間にお
ける事業費の補助等

生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地域がチームとなって総合事業を展開

選択肢の拡大

適切な選択の支援

民間企業、協同組合、シルバー人材
センター、ＮＰＯ法人、地域の産業
等に携わる団体等による多様な活動

住民・地域レベルでの
支え合い活動

生活支援体制整備事業（生活支援コーディネーターの配置・協議体の設置）の標準額
■第１層（市町村区域） 8,000千円 × 市町村数（※）
■第２層（中学校区域） 4,000千円 × 日常生活圏域の数

※ 指定都市の場合は行政区の数
一部事務組合及び広域連合の場合は構成市町村の数 

住民参画・官民連携推進事業の実施
4,000千円 × 市町村数（※）

検討・事業化の支援

生活支援コーディネーターによる地域住民と地域の多様な主体との連携の推進
（令和6年度要綱改正：生活支援体制整備事業における住民参画・官民連携推進事業の創設）
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〇法第115条の45の２において、市町村は、定期的に総合事業の実施状況について、調査・分析・評価を行うとともに、その結果に基づき必要な措置を講ず
るよう努めるものとされており、当該調査・分析・評価事務については、一般介護予防事業評価事業として実施することが可能。

〇具体的な評価のあり方については、今後、検討を深めることとしているが、国において実施要綱に示す評価の留意点について、介護予防・日常生活支援総合
事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理で示された４つの視点を踏まえ、見直しを行う。

総合事業の評価指標の見直しに当たっては、・ 高齢者一人一人の介護予防・社会参加・自立した日常生活の継続の推進の状況 ・ 高齢者の地域生活の選択肢の拡大 ・ 地域の
産業の活性化（地域づくり） ・ 総合事業と介護サービスとを一連のものとして地域の介護サービスを含む必要な支援を継続的かつ計画的に提供するための体制づくりの４つの観点を
盛り込むことが必要であると考えられる。

ハイリスク・

アプローチ

高齢者の

選択肢の拡大

ポピュレーション・

アプローチ

２

１

３

調整済み軽度認定率

初回認定者の平均年
齢

在宅継続数・率

⚫従前相当サービスが位
置づけられたプランの割
合

３つのアプローチ

⚫多様なサービス・活動
の種類・数

➢出前講座・説明会等
の開催数

➢通いの場の箇所数
➢体力測定会の開催数
➢広報活動の回数

アウトプット アウトカム 最終アウトカムプロセス

➢孤独・孤立等の状態に
ある高齢者へのアウト
リーチ支援の実績等

➢サービス・活動Cなど専
門職による支援を想定
するサービス・活動の開
催回数・参加者数等

➢生活支援コーディネー
ターや協議体等による
取組実績

総合事業の充実に向けた評価指標の例

⚫多様なサービス・活動
の参加者数等

⚫出前講座・説明会等
に出席した住民の数

⚫通いの場の参加者数

⚫多様なサービス・活動
に対する継続参加率

⚫社会参加率
⚫通いの場の75歳以上

高齢者の年代別参加
率・継続参加率

⚫孤独・孤立等の状態
にあった高齢者の地域
の活動の参加者数

⚫想定対象者に占める
実際の参加者数

⚫参加者の参加前後の
生活状況等の変化

⚫孤独・孤立等の状態
にあった高齢者の地域
の活動の継続参加率

⚫社会参加率
⚫参加者の一定期間後

の生活状況等

高齢者

の視点

人材

の視点

評価のための前提となる考え方

⚫ 高齢者の地域での生活
や選択（活動）がどの
ように変化したか

⚫ 高齢者にかかわる活動に
地域の多様な主体がど
のように関与しているか

保
険
者
の
視
点 財政

の視点

⚫ あらかじめ決められた予
算（上限額や介護保険
事業計画等）の範囲内
で実現できているか

⚫ 地域住民などの多様な
主体による参画が進み、
そこに医療・介護の専門
職がゆるやかに関われて
いるか。

高齢者の選択肢の拡大に向けた総合事業の事業評価の推進（令和6年度要綱改正）
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地域包括支援センターの体制整備



負担に感じる業務（上位３つまで）

32.4%

14.9%

7.3%

30.0%

7.2%

20.6%

19.2%

17.0%

18.6%

15.3%

17.4%

19.5%

24.5%

12.1%

9.1%

最も負担

２番目に負担

３番目に負担

70.4%

53.6%

48.8%

60.7%

31.6%

総合相談支援業務

権利擁護業務

包括的・継続的
ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援業務

指定介護予防支援

第一号介護予防支援

• 地域住民の複雑化・複合化したニーズへの対応、認知症高齢者の家族を含めた家族介護者支援の充実など、地域

の拠点である地域包括支援センターへの期待や業務は増大。

• このため、居宅介護支援事業所など地域における既存の資源の効果的な活用・連携を図りながら、介護予防支援

（介護予防ケアプランの作成等）や総合相談支援業務など、センターが地域住民への支援をより適切に行う体制

の整備を図る。

改正の趣旨

• 要支援者に行う介護予防支援について、地域包括支援センターに加えて、居宅介護支援事業所（ケアマネ事業

所）も市町村からの指定を受けて実施できることとする。その際、指定を受けたケアマネ事業所は、市町村や地

域包括支援センターとも連携を図りながら実施することとする。

改正の概要・施行期日

※1037センターからの回答を集計
• 地域包括支援センターが行う総合相談支援業務につい

て、その一部をケアマネ事業所等に委託することを可

能とする。その際、委託を受けたケアマネ事業所等は、

市町村等が示す方針に従って、業務を実施することと

する。

• 施行期日：令和６年４月１日

地域包括支援センターの体制整備等（令和6年度介護保険法改正）
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介護予防支援の適切・有効な実施のため必要があるときは助言を求
めることができる 【改正法第115条の30の２第２項】

介護予防サービス計画の検証のため必要があるときは情報の提供を求
めることができる 【改正法第115条の30の２第１項】

１．指定居宅介護支援事業者が、介護予防支援の指定を受けて実施する場合の所要の手続き等

地域包括支援
センター

市町村

指定居宅介護
支援事業者

指定 委託

指定申請

指定居宅介護支援事業者

運営協議会
意見

● 介護予防を行う者として事業所の介護支援専門員を規定
● 指定申請の際に、事業所の名称・所在地等、既に提出している事項に変

更がない場合は一部の提出書類を省略可
● 介護サービス情報公表制度について、指定居宅介護支援事業所の運営

状況として介護予防支援の指定の状況を記載することで足りるものする

（R6.４～）

（現行の取扱い）

介護保険法施行規則の改正

指定

指定介護予防支援の業務に関する知識・能力
を有する介護支援専門員が従事しているもの

２．指定介護予防支援事業者に対する地域包括支援センターの一定の関与

市町村

※指定基準・介護報酬については
介護給付費分科会で議論中

地域包括支援センター
指定居宅介護
支援事業者

「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和４年12月20日社会保障審議会介護保険部会）
〇 こうした地域包括支援センターの業務負担軽減を進めるに当たり、保険給付として行う介護予防支援について、地域包括支援センターが地域住民の保健

医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設であることを踏まえ、介護予防支援の実施状況の把握を含め、地域包括支援セン
ターの一定の関与を担保した上で、居宅介護支援事業所に介護予防支援の指定対象を拡大することが適当である。

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務に「介護
予防サービス計画の検証」を追加

【改正介護保険法第115条の45第２項】

提供する情報として、介護予防サービス計画、関連
する情報※、その他市町村が定める事項を規定
※利用者の情報・基本チェックリスト・支援の経過等

介護保険法
施行規則の改正

一定の関与

介護予防支援の指定対象の拡大（令和6年度省令改正）
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利用開始時

① 利用者 ⇒ ケアマネ事業所 サービス利用の相談

② ケアマネ事業所 ⇒ センター 相談があったことを共有

③ 利用者 ⇔ ケアマネ事業所
利用者 ⇔ センター

指定介護予防支援に係る契約
第一号介護予防支援に係る契約

④ ケアマネ事業所 ⇒ 市町村
センター ⇒ 市町村

介護予防サービス計画作成依頼（変更）届出書の提出
介護予防ケアマネジメント作成依頼（変更）届出書の提出

指定介護予防支援の利用者としてケアマネ事業所が介護予防サービス計画を作成・費用請求
（一定期間の経過後）

介護予防ケアマネジメントの結果、予防給付の利用がなくなり総合事業のみに予防給付利用時

① ケアマネ事業所 ⇒ センター 第１号介護予防支援の利用者となることを報告
（継続的にケアマネ事業所からの支援を受けるか利用者に確認）

② センター ⇒ 市町村 当月から第１号介護予防支援の利用者となることの報告

③ ケアマネ事業所 一部委託を受けた事業者として第１号介護予防支援の一部を実施
（利用者の状態等に変化がなければ軽微な変更扱いとすることも可）

④ センター ⇒ 保険者
センター ⇒ ケアマネ事業所

第１号介護予防支援に要する費用を請求
委託費の支払い

総合事業利用時

（以降、予防給付の利用が再度必要となった場合、同様の手順を経る）

１．「包括的な委託」を行った場合の事務フロー（イメージ）

○指定居宅介護支援事業者が実施する指定介護予防支援の利用者が、予防給付の対象となる介護予防サービス等を利用しなくなった場合、当該利用者

は第１号介護予防支援事業の対象者となるため、当該利用者が引き続き当該居宅介護支援事業者による援助を受けようとする場合、センターが第１号

介護予防支援事業の一部を委託する必要が生じる。

○利用者にとって必要となるサービスの適切な選択の支援を行う観点から、当面の間は、指定の状況を踏まえながら第１号介護予防支援事業の一部を指定

介護予防支援事業者としての指定を受けている指定居宅介護支援事業者に委託する場合は、あらかじめ運営協議会の意見を聴いた上で、利用者ごと

に行うのではなく、包括的に委託を行うことも差し支えない。

介護予防支援の指定対象の拡大（令和6年度通知改正❶）
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「包括的な委託」を行う場合は、
指定介護予防支援の担当であ
るケアマネ事業所と、
第１号介護予防支援事業の担
当である地域包括支援センター
との
双方を併記することとする

（参考）消費税の取扱い

指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援または第１号介護予防支援を実施する場合の消費税の取扱いについては、以下のとおり。
・令和６年度制度改正により、指定を受けて介護予防支援を実施する場合は「非課税」、
・これまでどおり地域包括支援センターからの一部委託を受け介護予防支援又は第１号介護予防支援事業を実施する場合は「課税」
なお、この取扱いは、「包括的な委託」を行うか否かによらず適用される。

２．介護保険被保険者証の「居宅介護支援事業者若しくは介護予防支援事業者及びその事務所の名称または地域包括支援セ
ンターの名称」欄の取扱い

介護予防支援の指定対象の拡大（令和6年度通知改正❷）
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④総合相談支援事業の一部委託包括的支援事業の一括委託

「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和４年12月20日社会保障審議会介護保険部会）
○ また、総合相談支援業務について、センターの専門性を活かした効果的な実施等の観点から、居宅介護支援事業所などの地域の拠点のブランチやサブセン

ターとしての活用を推進することが適当である。総合相談支援業務はセンターが行う根幹の業務であることを踏まえ、質の確保に留意しつつ、センターの業
務との一体性を確保した上で市町村からの部分委託等を可能とすることが適当である。

地域包括支援
センター市町村

指定居宅介護支援事業者 等

包括的支援事業の実施方針

運 営
協 議 会

一部委託を受けることのできる者
（介護保険法施行規則の改正❶）

・ 指定居宅介護支援事業者
・ 老人介護支援センターの設置者
・ 一部事務組合又は広域連合を組織する市町村
・ 医療法人 ・ 社会福祉法人 ・ 特定非営利活動法人
・ その他市町村が適当と認めるもの

（地域包括支援センターの設置者を除く。）

① あらかじめ意見を聴く

② 意見

一部委託する事業に関する
・ 事業所の名称及び所在地
・ 事業の内容、期間、担当区

域、営業日・時間
・ 担当職員の職種及び員数

③ あらかじめ届出

パターン１．地域包括支援センター（委託型）の設置者が一部委託をする場合

一部委託の際の所要の手続
（介護保険法施行規則の改正❷）

（一体性の確保）

市町村

パターン２．地域包括支援センター（市町村直営型）が一部委託をする場合

地域包括支援センター

運 営
協 議 会

意見

一部委託する総合相談支援事業の実施方針 指定居宅介護支援事業者 等

（一体性の確保）

総合相談支援事業の一部委託

① 地域包括ケアシステムの構築方針
② 重点的に行うべき業務の方針
③ 関係者とのネットワーク構築の方針

④ 市町村との連携方針
⑤ 公正性及び中立性確保のための方針
⑥ 運営協議会が必要であると判断した方針

実施方針に示すべき内容（介護保険法施行規則改正❸）

❶ 一部委託を受けることのできる者について、指定居宅介護支援事業者のほか老人介護支援センターの設置者などを定める。
❷ 委託型センターが一部委託を行う際は、あらかじめ運営協議会の意見を聴いた上で所定の事項を届け出ることとする。
❸ 一部委託を受けた者は市町村が定める包括的支援事業の実施方針に従い事業を実施することとなるが、市町村直営型セン

ターが一部委託を行う際の実施方針として示すべき内容を定める。

介護保険法
施行規則の改正

包括的支援事業の実施方針

総合相談支援事業の一部委託（令和6年度省令改正）
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ブランチとして小規模多機能型居宅介護事業所等を活用している例

【地区地域包括支援センター（ブランチ）】
市内16の地域密着型サービス事業所（小規模多機能型居宅介護事業所等）

支援方針やつなぎ先の
窓口などの相談

介護福祉課
建築課（市営住宅）
税料金課
教育委員会
子育て支援課
健康課 など

連携

〇総合相談支援
○権利擁護
〇包括的・継続的ケアマネジメント支援
〇介護予防ケアマネジメント業務

〇在宅医療・介護連携推進
〇生活支援体制構築
〇認知症総合支援事業
〇障がいのある人の相談窓口 など

【加賀市基幹型地域包括支援センター(市直営)】

【加賀市相談支援課】

〇生活保護
〇ひきこもり支援

〇消費生活センター
〇行政相談 など

〇生活困窮者支援
〇孤独・孤立支援

バックアップ（同行訪問・
ケース会議支援・研修会）

３
つ
の
機
能

身近な
相談窓口

ブランチ業務（個別援助業務）
○地区高齢者の個別相談・支援 ○24時間365日の対応

地域づくり 地域福祉コーディネート業務
○地域資源の把握・開発、担い手育成・活躍する場の確保
○交流活動の開催支援

健康づくり 介護予防と健康づくり（疾病予防・重症化予防）連動
○地区高齢者の生活習慣病の重症化防止（個別支援）
○地域へのフレイル予防の啓発普及

【相談支援事業所】
市内６事業所

障がいのある人の相談
窓口

個別援助業務
○地区の障がいのある

人の個別相談・支援
○24時間365日緊急

時等の対応

連携

社会福祉協議会
民生児童委員
NPO法人 など

【地域】
高齢者、ひきこもり、就労支援、健康、認知症、統合失調症や躁うつ病、アルコール依存症等精神疾患、身寄り
のない方、医療につながっていない人などの相談など。

多様な相談

３つの機能をブランチが有することで、

①早めの出会いと身近で相談しやすい拠点に
⇒地域での身近な相談対応やすぐに駆け付けら
れる体制

②どんな状態になっても地域で暮らし続けられ
る体制へ
⇒介護保険サービス利用の有無にかかわらず
「柔軟性」「緊急時対応」「訪問機能の充実」が
必要。

③地域で住民主体の生活支援の体制構築へ
⇒介護問題を住民が自身のこととして捉えられる
ような地域全体で支える仕組み、機会の創出へ。

ブランチでの相談対応件数は増加する一
方で基幹型での相談対応件数は横ばい

（資料出所）独立行政法人福祉医療機構社会福祉振興助成事業「小規模多機能の包括的支援機能強化事業」（特定非営利活動法人コレクティブ）における加賀市作成資料をもとに老健局認知症施策・地域介護推進課で再構成

他課・他分野とのﾈｯﾄﾜｰｸ

〇石川県加賀市では、多様化する相談に対応するため、24時間365時間対応機能を有する地域密着型サービス事業所にブランチ機能を委託。
○地域密着型のブランチが核となり地域の多様な相談に対応し、市の基幹型地域包括支援センターを統合する相談支援課が包括的にバックアップする体制を構築。
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総合相談支援事業の一部委託とブランチ方式との相違点

地域支援事業交付金実施要綱（令和６年度改正案）
イ 次の表の第１欄に定める区分が、「包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業」である場合については、次の(ア)、(イ)又は(ウ)を比較して最も

少ない額から、重層的支援体制整備事業に要する費用相当額（社会福祉法施行令第26 条第３項の規定により算定した額をいう。）を控除した額を選定する。
(ア) 第２欄に定める基準額
(イ) 第３欄に定める対象経費（法第115 条の47 第４項に基づく委託（以下「総合相談支援事業の一部委託」という。）にかかる経費を除く。）の実支出額（指

定介護予防支援及び第一号介護予防支援（以下「指定介護予防支援等」という。）の業務にかかる実支出額を含む。）から指定介護予防支援等にかかる収
入額を控除した額（当該額が０円を下回る場合は０円とする。）に総合相談支援事業の一部委託にかかる実支出額を加えた額

(ウ) 総事業費（指定介護予防支援等の業務にかかる経費を含み、総合相談支援事業の一部委託にかかる経費を除く。）から指定介護予防支援等にかかる収入額
を控除した額（当該額が０円を下回る場合は０円とする。）に総合相談支援事業の一部委託にかかる経費を加えた額から寄付金その他の収入額を控除した額

包
括
セ
ン
タ
ー
の
事
業
費

ブランチに対する協力費

介護予防支援
介護予防ケアマネジメント

包括的支援事業

（サブセンターへの協力費）

「地域包括支援センターの設置運営について」
センターが、包括的支援事業等に一体的に取り組むことを前提として置く、
地域の住民に身近なところで相談を受け付けセンターにつなぐための窓口
（ブランチ）をいう。
この場合のセンターの人員配置基準の取扱いについては、ブランチの職員を
センターの職員としてみなすことはできないものとする。なお、センターの運営
費の一部をブランチに対する協力費として支出することは可能である。

総合相談事業の一部委託の場合

包
括
セ
ン
タ
ー
の
事
業
費

介護予防支援
介護予防ケアマネジメント

包括的支援事業

一部委託費

「地域包括支援センターの設置運営について」
センターの設置者から、地域のネットワーク機能を活用した地域住民のアクセ
ス機会の向上等を目的に、総合相談支援事業の一部について委託を受けた
事業所をいう。 この場合のセンターの人員配置基準の取扱いについては、当
該事業所において総合相談支援事業に従事する職員は必ずしも６(1)に定
める保健師等、社会福祉士等、主任介護支援専門員等であることを要件と
はしないが、当該職員がこれらに該当する場合にはセンターの職員として取
り扱って差し支えないものとする。また、センターから当該事業所に支払われる
委託料は、センターの運営費として取り扱うものとす る。 31



包括的支援事業の委託

総合相談支援事業の一部委託

(委託費:地域支援事業交付金)

地域包括支援
センター

市町村
居宅介護支援事業所の指定

（介護報酬）

専 任 の 相 談 員
を配置する場合

介護サービス
施設・事業所

管理者・従事者

総合相談支援
業務担当者

総合相談支援事業の一部委託

(委託費:地域支援事業交付金)

市町村
居宅介護支援事業所の指定

（介護報酬）
介 護 サ ー ビ ス 施
設・事業所の職員
が 兼 務 す る 場 合

介護サービス
施設・事業所

包括的支援事業の委託

地域包括支援
センター

○ 介護サービス施設・事業所の人員配置基準の範囲内で兼務可能
・ 専従が求められている職種に従事する者は原則として兼務はできないが、利用者の処遇に支障がない場合等に同一敷地内にある他の事業所の

職務に従事することが可能とされている場合は、支障がない範囲で兼務可能
・ 専従が求められている職種に従事していない勤務時間帯は当該従事者が総合相談支援事業に従事可能
・  通所介護等の生活相談員については「利用者の地域生活を支える取組のために必要な時間」として本来業務の一環として行うことが可能

居宅介護支援事業所等の管理者 管理上支障がない場合は同一事業所の他の職務として兼務可

居宅介護支援事業所等の介護支援専門員 専従規定はないため兼務可（兼務時間を含めて介護支援専門員の勤務時間としてカウント可）

小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員 当該業務に従事する時間帯以外は総合相談支援事業に従事可

（例）（※通知事項）

人員配置基準
の範囲内で兼
務可能

○ 介護サービス施設・事業所が総合相談支援事業の一部の委託を受ける場合、当該施設・事業所の介護サービス従事者が総合相談支
援事業の業務を兼務する場合は、人員配置基準の範囲内で兼務可能とし、具体的な取扱いは以下のとおり整理される。

管理者・従事者

総合相談支援事業の一部委託（介護サービス施設・事業所の人員配置基準との関係）
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意見を聴く

6000人

6000人 6000人

ａ圏域

ｂ圏域 ｃ圏域
合算=18000人

情報共有・相互支援

地域包括
支援センター
運営協議会

市町村
効果的な包括的支援事業が実施できるよう各セン
ターの役割分担やICTの活用を含めた情報共有・
相互支援の具体的な手法等を検討必要と認める

人材確保が困難な場合
においても２職種は配置

権利擁護など地域の課題に応
じて特定の職種を手厚く配置

増員による後方支援
機能の強化

Ａ市

（参考）「令和５年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和５年12月●日閣議決定）
（●）地域包括支援センター（115条の46第１項）における保健師、社会福祉士及び主任介護支援専門員の配置について、地域の実情に応じ、一定の条件を満たす場合には、

柔軟な職員配置を可能とすることについて検討し、令和６年度までに結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和４年12月20日社会保障審議会介護保険部会）
○ センターの職員配置については、人材確保が困難となっている現状を踏まえ、３職種（保健師その他これに準ずる者、社会福祉士その他これに準ずる者及

び主任介護支援専門員その他これに準ずる者）の配置は原則としつつ、センターによる支援の質が担保されるよう留意した上で、複数拠点で合算して３職
種を配置することや、「主任介護支援専門員その他これに準ずる者」の「準ずる者」の範囲の適切な設定など、柔軟な職員配置を進めることが適当である。

Ａ市

圏域ごとの高齢者数に応じて３職種を均等に配置しており、人材確保が
困難な状況が継続する場合等、センターの効果的な運営に支障を来す

○ このほか、人材確保が困難となっている現状等を踏まえ、センターの職員配置について以下の対応を実施
・ センターに置くべき常勤の職員について、運営協議会で必要と認める場合は、常勤換算方法によることができることとする（介護保険法施行規則の改正）

・ 主任介護支援専門員に準ずる者として、「地域包括支援センターが育成計画を策定しており、センターに現に従事する主任介護支援専門員の助言のもと、将来的な主任介護支援
専門員研修の受講を目指す介護支援専門員であって、介護支援専門員として従事（専任か否かは問わない。）した期間が通算５年以上である者」を追加（通知改正）

介護保険法施行
規則の改正(案)

現行の配置基準は存置しつつ、市町村の判断により、複数圏域の高齢者数を合算し、３職種を地域の実情に応じて配置
することを可能とする
注）市町村の事務負担に配慮し、本改正に伴う条例改正について１年の猶予期間を設ける。

地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置（令和６年度省令・通知改正）
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サブセンター方式の例

地域包括支援サブセンターフクシア※

介護支援専門員 １名
（令和４年度主任介護支援専門員取得見込）

高千帆苑在宅介護支援センター

主任介護支援専門員 １名

小野田赤十字在宅介護支援センター

（※令和4年度現在休止中）

おのだ在宅介護支援センター

主任介護支援専門員 １名

※サブセンターは支所であるブランチと異なりセンターの一部であるため、介護
保険法に基づく包括的支援事業等の実施が可能

※山陽小野田市のサブセンター職員は在籍出向により市職員としての身分
を有する(人件費は地域包括支援センターの運営費から各法人に支払)

（資料出所）山陽小野田市作成資料をもとに老健局認知症施策・地域介護推進課で再構成

※令和3年度末で在宅介護支援センターが廃止となった
ため、令和4年度から新たにサブセンターを設置

サンライフ山陽在宅介護支援センター

主任介護支援専門員 １名

市高齢福祉課地域包括支援センター

保健師 ４名
社会福祉士 ５名
主任介護支援専門員 ３名
その他職員         ３名

地域包括支援センター
（高齢福祉課）

地域包括支援サブセンター
（在介センター等）

・包括的支援事業
・総合相談支援業務
・権擁護業務
・包括的・継続的ケアマネジメント
支援業務

・指定介護予防支援
・第一号介護予防支援事業

・一般介護予防事業
・在宅医療・介護連携推進事業
・認知症総合支援事業
・任意事業

・包括的支援事業
・総合相談支援業務
・権利擁護業務
・包括的・継続的ケアマネジメント
支援業務

・指定介護予防支援
・第一号介護予防支援事業

・一般介護予防事業
（通いの場の支援）
・地域ケア会議への参加

山陽小野田市の
人口・高齢化率
（2020年）

総人口 61,812人

高齢者人口
（高齢化率）

21,037人
（34.0％）

○山口県山陽小野田市では、市の地域包括支援センターのサブセンターを６の中学校区に５箇所設置。
○サブセンター方式により一体的な運営・人材確保を図りつつ、地域とのつながりを有する在宅介護支援センターの機能を活かし圏域ごとの身近な相談対応や介護予防ケア

マネジメントを実施。
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（参考）令和６年度以降の総合事業の上限管理



介護予防・日常生活支援総合事業に要する額の上限（基本的な考え方）
（介護保険法施行令第37条の13）

○ 総合事業については、75歳以上高齢者人口の伸び率等を勘案し、介護保険法施行令第37条の13第４項に定める額（原則の上限額）の範囲内で
実施することとされている。

○ ただし、厚生労働大臣が定める事由により原則の上限額を超える場合は、個別協議を行うことにより例外的に上限額を引き上げることが認められている。

原則の上限額について

○ 総合事業の上限額は次のイ又はロのいずれか高い額とする。（第４項第１号）

総合事業移行前年度の以下の額（ａ）

介護予防支援

介護予防通所介護

介護予防訪問介護 75歳以上
高齢者数
の伸び率

当該年度の
介護予防支援

の額

介護
予防
事業

総合事業移行前年度の以下の額（ｂ）

75歳以上
高齢者数
の伸び率

当該年度の
予防給付(全体)

の額

介護
予防
事業

上
限
額

上
限
額

イ

ロ

平成27～29年度に特定事情市町村と認められた市町村の特例（第４項第２号）
平成27～29年度 ａ・ｂの額に調整率（最大10%）を乗じて得た額とする
平成30年度以降 ａ・ｂの額を平成29年度の総合事業の実績額とする

個別協議について（同条第５項）

○ 厚生労働大臣が定める事由に該当する場合、一定の範囲内で認める事由ごとの額を原則の上限額に加算する。

介護予防支援

介護予防訪問介護

予
防
給
付

介護予防通所介護

介護予防訪問入浴介護
介護予防訪問看護
・・・・・・・・ 等
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介護予防・日常生活支援総合事業の上限制度の運用の見直し
（介護保険法施行令の改正・厚生労働省告示の創設）

介護保険法施行令第37条の13第５項の改正

○ 介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）の上限額は、事業移行前年度の実績額に市町村の75歳以上高齢者の伸び率を乗じた
額とされ、特別な事情がある場合は、例外的な個別判断により上限額を超えた交付金の措置が認められている。

○ 総合事業の上限制度については、改革工程表2020に基づき、令和３年度以降その運用について必要な見直しを行ってきており、また、介護
保険部会の意見書においても「引き続き検討を行うことが適当」とされたところ。

「新経済・財政再生計画改革工程表2020」（令和２年12月18日経済財政諮問会議決定）
64 . b . 地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業の上限制度の運用の在り方について、速やかに必要な対応を検討。

「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和４年12月20日社会保障審議会介護保険部会）
○   総合事業費の上限額については、自治体の状況等を踏まえ、見直しを進めるとともに、小規模な自治体であっても持続可能な介護予防の活動ができるよう、やむを得ない事

情により上限額を超過する際のきめ細かな対応について、引き続き検討を行うことが適当である。

・ 現行の「介護予防の効果が高い新たな事業」について、将来の総合事業費の低減に資すると見込まれるものであることを明確化
・ 75歳以上人口が減少局面にある市町村による将来における総合事業の費用の低減に資すると見込まれる事業の実施を追加
・ 「その他の特別な事情」を「その他の厚生労働大臣が定める事由」とし、個別協議を行うことのできる事由を具体化

厚生労働省告示（令和６年厚生労働省告示第19号）の制定 ※①～③は政令で定める事由

介護保険法施行令に基づき個別協議を行うことができる事由を定める
① 災害による居宅要支援被保険者等の数の増加
② 介護予防の効果が高く、かつ、将来における総合事業に要する費用の低減に資すると見込まれる新たな事業の実施
③ 75歳以上人口が減少局面にある市町村による将来における総合事業に要する費用の低減に資すると見込まれる事業の実施
④ 人口１万人未満の市町村による地域の人材や社会資源の活用を図るための必要な措置の実施
⑤ その他厚生労働省老健局長が定める事由

○ 市町村の状況を踏まえ、総合事業の上限制度が適切に運用できるよう、以下について政令・告示により明確化
・ 介護予防効果の高い新たなプログラムについて、将来の費用低減が見込まれるものであること
・ 75歳以上高齢者が減少局面にある市町村や人口１万人未満の小規模市町村へのきめ細やかな対応
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介護予防・日常生活支援総合事業の上限制度の運用の見直し
（令和６年度以降の個別協議要件）

○ 令和６年度の個別協議要件は下表のとおり。

○ なお、令和６年度から、厚生労働省告示で別に定めることとしている事由として、「継続利用要介護者に対する第一号事業の実施」、「介護予防・重度
化防止に取り組んでいることを背景として、やむを得ず原則の上限額を超過している市町村での、効果的な総合事業の実施」を新設する。

令和４年度要件（ガイドラインに記載）
令和６年度以降の要件

政令 告示 具体的な要件

・ 病気などの大流行、災害の発生などの避けられない事情により、要支援者等が急増した場合 １ 災害による居宅要支援被保険者等の数の増加

１
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
導
入

・ 前年度以降で総合事業の多様なサービス又は一般介護予防事業のプログラムを新たに導入し、
費用の伸びが一時的に高くなるが、事業の再構築、産官学の取組の推進により費用の伸びが低
減していく見込みである場合

２ 介護予防の効果が高く、将来における事業費の低減に資すると見込ま
れる事業の実施

・ 前々年度以前に総合事業の多様なサービス又は一般介護予防事業のプログラムを導入し、費
用の伸びが一時的に高くなったが、平成30年度（又はサービス・プログラム導入年度）の事業費
に対して前年度の事業費が減少しており、今後も事業の再構築、産官学の取組の推進により費
用の伸びが低減していく見込みである場合

２
小
規
模
市
町
村
等

・ 75歳以上人口が減少局面にあり、即時的に事業費の上限に合わせることが困難である場合。 ３ 75歳以上人口が減少している市町村における、事業費の低減に資す
ると見込まれる事業の実施

・ 人口一万人未満の市町村において、総合事業の多様なサービスの担い手が一時的に不足する
場合

４ 人口が１万人未満の市町村による地域の人材や社会資源の活用を
図るための必要な措置の実施

・ 離島等の市町村で、65歳以上高齢者一人当たり事業費額が、全保険者の平均（１万円）
未満である場合

５ 離島等にあり、事業費額が１万円未満の市町村での事業費の低減に
資すると見込まれる事業の実施  

３
そ
の
他
の
や
む
を
得
な
い
事
情

・ 事業移行前年度実績に市町村の75歳以上高齢者の伸びを乗じた額から控除することとされて
いる「介護予防支援（給付）」の費用額の変動率が、75歳以上人口変動率よりも大きい場合、
仮にその差分に相当する介護予防支援（給付）の費用額が算定式から控除されていなければ、
個別協議が不要である場合

６ 75歳以上被保険者数変動率を上回る率での、介護予防支援を利用
する被保険者数の増加

・ 介護職員等ベースアップ等支援加算創設により個別協議が必要である場合（介護職員等ベー
スアップ等支援加算の実施のために必要な金額の範囲に限る。）

７ 第一号訪問事業及び第一号通所事業に従事する者の賃金をさらに
引き上げるための措置の実施

（新設） ８ 継続利用要介護者に対する第一号事業の実施

（新設） ９ 介護予防・重度化防止に取り組んでいることを背景として、やむを得ず
原則の上限額を超過している市町村での、効果的な総合事業の実施

そ
の
他
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
情

将
来
の
費
用
低
減
を

求
め
る

追
加

⑤ 

そ
の
他
の
老
健
局
長
が
定
め
る
事
由

②

③

④

①現
行

※各要件については介護保険最新情報Vol.1243（令和６年３月29日）参照
（https://www.mhlw.go.jp/content/001239653.pdf） 38
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令和６年度以降の個別協議の取扱（概要）

○ 総合事業については、75歳以上高齢者人口の伸び率等を勘案し、介護保険法施行令第37条の13第４項に定める額（原則の上限額）
の範囲内で実施することとされている。

○ ただし、厚生労働大臣が定める事由に該当する特別な事情により、総合事業の事業費が原則の上限額を越える市町村は、個別協議を行うこ
とにより、当該事由ごとに厚生労働大臣が認める額（上限超過承認額）を原則の上限額に加算することができる。

○ また、令和６年度から、事由ごとに上限超過承認額を定めることを踏まえ、個別協議を行うことができる時期を明確化する。

厚生労働大臣が定める事由 個別協議・上限超過承認額

事由の概要 上限額告示
※1

上限額通知
※2

事前(複数選択) 事後 取扱通知
※3

１ 災害による総合事業利用者の増加 第１号 ● １

２ 介護予防の効果が高い「新たなプログラム」の実施 第２号 ● (9のみ可) ２

３ 75歳以上人口が減少している市町村 第３号 ● (9のみ可) ３

４ 人口が１万人未満の小規模市町村 第４号 ● (不可) ４

５ 離島等にあり、高齢者１人当たり事業費額が１万円未満の市町村 第５号 １(1) ● (不可) ５

６ 75歳以上人口の伸び率を上回る介護予防支援利用者の増加 第５号 １(2) ● ６

７ 総合事業の従事者に対する処遇改善の実施 第５号 １(3) ● ７

８ 継続利用要介護者に対する総合事業の実施 第５号 １(4) ● ８

９ 効果的に介護予防・重度化防止に取り組む市町村 第５号 １(5) ● (2・3のみ可) ９

※１ 介護保険法施行令第37条の13第５項の規定に基づき厚生労働大臣が定める事由（令和６年厚生労働省告示第19号）
※２ 介護保険法施行令第37条の13第５項の規定に基づき厚生労働大臣が定める事由第５号の規定に基づき厚生労働省老健局長が定める事由について

 （令和６年３月29日老発0329第18号厚生労働省老健局長通知）
※３ 令和６年度以降における地域支援事業交付金に係る介護保険法施行令第37条の13第５項の厚生労働大臣が認める額の取扱いについて

（令和６年３月29日老発0329第19号厚生労働省老健局長通知） 39



事由１
上限額告示

第１号
災害による居宅要支援被保険者等の数の増加

承認額 取扱通知１
災害により増加した居宅要支援被保険者等に対して実施した総合事業に要する費用の額
（特別調整交付金の対象となる費用の額を除く）

協議時点（手引きとの対応） 事後協議（（４）１を参照）

事由１：災害による総合事業利用者の増加

市町村が災害発生以前に見込んでい
た居宅要支援被保険者等の数

災害の発生

⚫ 震災、風水害及び火災その他これらに類する災害により、第１号被保
険者やその属する世帯において、住家に損害が生じたこと及び生命若し
くは身体に危害を受けた又は受けるおそれが生じたこと

⚫ 感染症の発生又はまん延等により、第１号被保険者が、心身に被害を
受けたこと及び外出の自粛等を求められたこと

⚫ 上記に類するやむを得ない事情が生じたこと

災害発生に伴う高齢者の生活機能
の低下等による予見しえない居宅要
支援被保険者等の増加

増加した居宅要支援被保険者に相当する者に対し実施
した総合事業に要した費用の額

当該増加した者の数や費用の額の積算は市町村ごとに根拠を
明確にした上で適切に行うこと
※明確に区分することが困難な場合は居宅要支援被保険者の増加割合と総合

事業費の総額から計算で導出することも可

上限超過承認額

当初の
総合事業費
の見込み額

災害による
額の増加
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事由２
上限額告示

第２号
介護予防の効果が高く、将来の総合事業に要する費用の低減に資すると見込まれる新たな事業（「新たなプログラム」）
の実施（新たなプログラムについては総合事業に該当する事業に限る）

承認額 取扱通知２

個別協議を行う
ことができる期間

「新たなプログラム」の実施開始年度から３年度の間
※ 費用低減計画（４年度目の総合事業の額が原則の上限額の範囲内となるための計画）の作成が必要

上限超過承認
額の考え方

「新たなプログラム」及び関連する事業の実施に要する額
※２年度目・３年度目は、前年度の承認額を下回る額

２年度目に限り、前年度の個別協議の際、１年度目の協議額を上回ることを申請した市町村に限り、
その見込み額を上限超過承認額とすることができる。

協議時点（手引きとの対応） 事前協議（（４）４を参照）

事由２：介護予防の効果が高い「新たなプログラム」の実施

原
則
の
上
限
額

原
則
の
上
限
額

原
則
の
上
限
額

承認額

原
則
の
上
限
額

３年度目１年度目 ２年度目

⚫ 承認額の範囲は、新たなプログラムの実施に要する額に加え、関連して実施する総合事業に要
する額を含むこととする。

⚫ １の新たなプログラムにより協議できる期間は３年度間に限る（４年度目は不可）。
※費用低減計画は、高齢者の社会参加率の増加、多様なサービス・活動の充実等による１人当たり事業費

の減少等の効果を適切に見込み、４年度目には原則の上限額の範囲内で事業を実施するものとすること
※令和５年度以前に開始した新たなプログラムについても適用される

⚫ 承認額は前年度の額を上回ることはできない。（令和７年度から適用）
※２年度目に限り特例あり（次ページ④のケース）

・ 新たなプログラムの実施開始日が年度途中であること
・ ２年度目以降に新たなプログラムの実施対象地域の拡大を予定していること
等の事情により、
・ 予め２年度目の額が、１年度目の額を上回ることが見込まれること
・ 当該上回る額の見込み額
について、1年度目の個別協議の際に申請した市町村は当該見込み額の範囲で承認額を定める。

注１）費用低減計画に定めた年度ごとの額を超えることは可能
注２）原則の上限額の変動による影響は受けない（総合事業費の総額ではなく承認額で管理）

⚫ 新たなプログラムによる個別協議を行った市町村は、その翌年度、別の新たなプログラムの実施
を理由とする個別協議を行うことはできない。（令和７年度から適用）
※ただし、以下の場合は可能（この場合も前年度の承認額を上回ることはできない）

・ 旧新たなプログラムの実施効果が十分ではなかったことの要因分析の結果
・ 当該結果を踏まえた新たなプログラムの見直し内容・その実施により想定される効果
を示した費用低減計画を策定した場合

原
則
の
上
限
額

費用低減計画

４年度目
（協議不可）

新たなプログラムの実施

承認額 承認額＞ ＞
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事由２：介護予防の効果が高い「新たなプログラム」の実施
（具体的な個別協議のイメージ）

上限超過承認額

導入前年度 １年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目

協議不可協議可

① 基本のイメージ

導入前年度 １年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目

協議不可協議可

② １年度目未協議の場合

● １年度目に未協議の場合、２年度目は新たなプログラム等の実施に要する額を承認。
● ３年度目は、２年度目の上限超過承認額以下の額で承認。

導入前年度 １年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目

協議不可協議可

③ １年度目・２年度目未協議の場合

● １・２年度目に未協議の場合、３年度目は新たなプログラム等の実施に要する額を承認。

導入前年度 １年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目

協議不可協議可

④ １年度目に、２年度目の費用が増加する旨の申請を行った場合

● １年度目に申請を行った場合、２年度目は１年度目の承認額を超えることも可能。
● ３年度目は、２年度目の上限超過承認額以下の額で承認。

導入前年度 １年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目

協議不可協議可

● ２年度目に未協議の場合、３年度目の協議は認めない。

⑤ １年度目は協議を行い、２年度目は行わず、３年度目は行う場合
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事
業
費
の
額

事由３：75歳以上人口が減少している市町村

事由３
上限額告示

第３号
当該年度の75歳以上被保険者数変動率が１を下回る市町村による将来における総合事業に要する費用の低減に資す
ると見込まれる事業の実施

承認額 取扱通知３

上限超過額
※前年度に協議している場合は、❶と❷の合計額の範囲内とする

❶ 原則の上限額を支援ニーズがより高まる80歳以上・85歳以上高齢者の割合で重み付けした額
❷ 前年度の承認額

協議時点（手引きとの対応） 事前協議（（４）３を参照）

原
則
の
上
限
額

原
則
の
上
限
額

事
業
費
の
額

75歳以上人口の減少に
よる原則の上限額の減少

承認額

上限超過額を承認

原
則
の
上
限
額

事
業
費
の
額

昨年度
承認額

加算額

前年度承認額＋加算額
の範囲内で承認

75歳以上高齢者人口の減少
により即時に原則の上限額の
範囲内で実施することが困難

原則、昨年度の承認額の範
囲内で承認するが、80歳・85
歳以上人口の重み付けのため
の加算額を加えることが可能

（令和7年度以降適用）

当該年度の原則
の上限額×0.9

当該年度の原則
の上限額×0.1

80歳・85歳以上
人口の重み付け

前年度の

４年度前の

75歳以上高齢者数

75～79歳
高齢者数×１

80～84歳
高齢者数×２

85歳以上
高齢者数×３

75歳以上高齢者数

75～79歳
高齢者数×１

80～84歳
高齢者数×２

85歳以上
高齢者数×３
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事由４：人口が１万人未満の小規模市町村
事由５：離島等にあり高齢者１人当たり事業費額が１万円未満の市町村

事由４
上限額告示

第４号

当該年度の前年度の10月１日における人口
が１万人未満の市町村による地域の人材や社
会資源の活用を図るための必要な措置の実施

承認額 取扱通知４ 上限超過額

協議時点
（手引きとの対応）

事前協議
（（４）１を参照）

事由５

上限額告示
第５号

上限額通知
１(１)

離島等の市町村による総合事業に要する費
用の低減に資すると見込まれる事業の実施
※当該年度の高齢者１人当たり総合事業費額が１万

円未満である場合に限る。

承認額 取扱通知５ 上限超過額

協議時点
（手引きとの対応）

事前協議
（（４）２を参照）

事
業
費
の
額

承認額

原
則
の
上
限
額

事由４に適合する市町村

⚫ 前年10月１日の人口が１万人未満

事由５に適合する市町村

⚫ 次のいずれにも該当する市町村

a.以下の計算式が成り立つ

b.当該市町村の区域内に、次のいずれかの地域を含む
・ 厚生労働大臣が定める特例居宅介護サービス費等の支給に係る離島その他の

地域の基準（平成11年厚生省告示第99号）に定める地域
・ 人口密度が希薄であること若しくは交通が不便であること等の理由により総合事

業の実施が困難であると認められる地域

当該年度の介護予防・日常生活支援総合事業費額
＜１万円

前年10月1日の65歳以上人口 

前年度の承認額によらず、
毎年度、上限超過超過額を承認

承認額については事由４のケースと同様の考え方と同様
（前年度の承認額によらず毎年度上限超過額を承認）
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事由６：75歳以上人口の伸び率を上回る介護予防支援利用者の増加

事由６
上限額告示第５号
上限額通知１(2)

当該年度の75歳以上被保険者数変動率が１を下回る市町村による将来における総合事業に要する費用の低減に資す
ると見込まれる事業の実施
※当該年度の総合事業費額が、原則の上限額（及び他の個別協議事由による承認額）と以下承認額の合計以下で

ある場合に限る

承認額 取扱通知６
当該年度の当該市町村の被保険者に対する介護予防支援に係る保険給付に要する費用の額に
介護予防支援費変動率から当該年度の75歳以上被保険者数変動率を減じて得た数を乗じて得た額

協議時点（手引きとの対応） 事後協議（（４）４を参照）

介護予防事業

上
限
額

承認額の考え方
・ 総合事業の上限額の算定においては、❶事業移行前年度の介護予防支援費に75歳以上人口の伸び率を乗じたものから、❷当該年度の介護予防支援費の額を控除

することとなるが、❷の伸び率が75歳以上人口の伸び率を上回る場合、計算上、より多くの額が控除される。
・ 他方、利用者が介護予防支援と第１号介護予防支援事業のいずれの対象となるかは、保険給付によるサービスを必要とするか否かにより定まるものであり、必ずしも75

歳以上人口の伸び率のみでそのバランスは決定されず、このことによる上限額の超過は必ずしも市町村の責に帰するものではないため、個別協議において調整を行うもの。

介護予防通所介護

介護予防訪問介護

介護予防支援

75歳以上高齢者数の伸び率

介護予防支援費

の額を控除

原則の上限額の計算（政令第４項第１号の場合）

１

２

第１号介護予
防支援費に
相当する額利用者の

状況によ
り変動

事
業
費
の
額

承認額

原
則
の
上
限
額

調整額

当該年度の
介護予防支
援費の額

75歳以上
高齢者数
の伸び率

介護予防
支援費
変動率

前年度の介護予防支援費の額

４年度前の介護予防支援費の額

75歳以上高齢者
数の伸び率

介護予防支援費変動率

75歳以上人口の伸びを上回る介護予防支援費の伸びが
なければ個別協議が不要となる市町村の調整額の計算

調
整
イ
メ
ー
ジ

調整

※調整の趣旨に鑑み事業費が上限額
＋調整額を超える場合は協議不可

承認額のイメージ
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事由７：総合事業の従事者に対する処遇改善の実施
事由８：継続利用要介護者に対する総合事業の実施

事由７
上限額告示第５号
上限額通知１(３)

第１号訪問事業・第１号通所事業の従
事者の賃金を更に引き上げるための措置の
実施

承認額 取扱通知７ 実施に要した費用

協議時点（手引きとの対
応）

事後協議
（（４）２を参照）

事由８
上限額告示第５号
上限額通知１(４)

継続利用要介護者に対する
第１号事業の実施

承認額 取扱通知８ 実施に要した費用

協議時点
（手引きとの対応）

事後協議
（（４）３を参照）

事由７による承認額の対象となる経費

⚫ 介護職員等処遇改善加算（市町村が定める当該加算に相当するものを含む。）の
うち、旧介護職員等ベースアップ等支援加算及び令和６年２月からの介護職員処
遇改善支援補助金に相当する額（下表の計算による※）
※令和６年度に限り、令和６年４・５月分の介護職員等ベースアップ等支援加算の総額を含む。

事由８による承認額の対象となる経費

⚫ 継続利用要介護者に対して実施した第１号事業※に要した経費
※ 第１号訪問事業・第１号通所事業（従前相当サービスとサービス・活動Cは

利用対象外）、第１号生活支援事業、第１号介護予防支援事業
→ 一般介護予防事業については個別協議の対象外となる

介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) 45/245 21/92
介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) 45/224 21/90
介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) 45/182 21/80
介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) 45/145 21/64
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(1) 21/221 10/81
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(2) 45/208 21/76
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(3) 21/200 10/79
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(4) 21/184 10/65
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(5) 45/187 21/74
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(6) 21/163 10/63
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(7) 45/163 21/56
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(8) 21/158 10/69
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(9) 45/142 21/54
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(10) 21/139 10/45
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(11) 21/121 10/53
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(12) 21/118 10/43
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(13) 45/100 21/44
介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(14) 21/76 10/33

介護職員等処遇改善加算に要した額 加算ごとに定める率

事由７・８のいずれも
承認額については、実績報告の際の確定額とする
（事前協議は行うことはできず、当該事由による

上限超過額の総額を精算交付する）

(第１号訪問事業) (第１号通所事業)
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事由９：効果的に介護予防・重度化防止に取り組む市町村

事由９
上限額告示第５号
上限額通知１(５)

介護予防・重度化防止に取り組んでいることを背景として、やむを得ず総合事業に要する額が原則の上限額を超過してい
る市町村における効果的な総合事業の実施

承認額 取扱通知９

次のアの数にイの額をウの数で除して得た額を乗じて得た額（小数点以下一位未満の端数があるときはこれを四捨五入）
ア 当該年度の当該市町村における第１号被保険者のうち、当該年度の前々年度の末日に要介護認定を受けていた第

１号被保険者であって、当該年度の前年度の末日に要支援認定を受けている又は要介護認定及び要支援認定のい
ずれも受けていない者の数

イ 当該年度の総合事業のうち従前相当サービスに要した費用の額として、前年度の交付申請に計上した額
ウ 当該年度の前年度において従前相当サービスを利用した者の数

協議時点（手引きとの対応） 事前協議（（４）５を参照）

事由９に適合する市町村（以下の全てに該当）

⚫ 前年度に、「多様なサービス」（従前相当サービス以外の第１号訪問
事業・第１号通所事業）を実施している。

⚫ 前年度の第１号訪問事業・第１号通所事業の利用者（要支援者に
限る。）の前々年度と前年度の末日における要介護・要支援認定の状
況を把握している。

⚫ 前々年度の末日に要介護認定を受けていた第１号被保険者のうち、
前年度の末日に要支援認定を受けている又は要介護認定及び要支援
認定のいずれも受けていない者がおり、かつ、その数を把握している。

⚫ 次のいずれかに該当している
(ｱ) 前々年度の末日における認定率又はサービス利用率が、前々々年

度の末日における当該率以下
(ｲ) 前々年度の末日における調整済み認定率又はサービス利用率が、

前々年度の末日における全国の当該率の平均以下

２年度前の末日の要介護者のうち

要支援認定を
受けている者

要介護・要支援
認定のいずれも
受けていない者

前年
度末
日に

前年度の従前相当サービスの交付申請額

前年度の従前相当サービスの利用者数

事由９に係る承認額

承認額の考え方
・ 総合事業の上限額は75歳以上人口の伸び率に比例して変動するが、総合事業を重点的に実施し、介護予防・重度化防止に取り組んだ結果として、75歳以上高齢者

の伸びを上回る数の要支援者等が増加した市町村について、一定の要件のもと、一定の計算により算定する額を個別協議により承認する。
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（参考）事前協議・事後協議の組み合わせと複数事由による個別協議の取扱い

交付申請時に選択できる事由

事由２ 新たなプログラムの実施

事由３ 75歳以上人口減少

事由４ 人口１万人未満

事由５ 離島等で事業費１万円未満

事由９ 効果的な介護予防

● 事由２と事由９、事由３と事由９は組み合わせ可能。

複数事由により協議を行った場合の上限超過承認額

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

例：事由２（新たなプログラムの実施）と事由９（効果的な介護予防）により協議を行った場合

上限超過額
● 事由ごとの上限超過承認額の合計

＞上限超過額である場合は、
事由９による上限超過承認額を減額し、
上限超過承認額＝上限超過額となるようにする。

（例：左図）上限超過額が300万円、
 事由２による上限超過承認額が200万円、
 事由９による上限超過承認額が200万円の場合、

＝事由９による上限超過承認額は100万円とする。

事由２の承認額

※ 令和６年度の個別協議にあっては、事由２（新たなプログラムの実施）、事由３
（75歳以上人口減少）の上限超過承認額は、当該年度における新たなプログラ
ム等の実施に要する額であり、事由９と組み合わせて協議することは想定していない。

事由９の承認額
から削減する額

事由９の承認額

超過額の範囲内
に収まるよう調整。

実績報告時に選択できる事由

事由１ 災害による要支援者増

事由６ 介護予防支援利用者増

事由７ 介護職員処遇改善

事由８ 継続利用要介護者

● すべての事由が組み合わせ可能。

● このほか、交付申請時に選択できる事由と
組み合わせることが可能。

複数事由により協議を行った場合の上限超過承認額
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1,500

例：事由７（介護職員処遇改善）と
事由８（継続利用要介護者）により協議を行った場合

上限超過額

● 事由ごとの上限超過承認額の合計＞上限超過額である
場合は、上限超過承認額＝上限超過額とする。

（例：上図）上限超過額が300万円、
 上限超過承認額の合計が400万円の場合、

＝上限超過承認額は300万円とする。

上限超過承認額
から削減する額

上限超過承認額

超過額の範囲内
に収まるよう調整。

● 交付申請時・実績報告時の上限超過承認額の合計
＞上限超過額である場合は、実績報告時の上限超過承認額
＝上限超過額ー交付申請時の上限超過承認額とする。

（例：左図）上限超過額が300万円、
 交付申請時の上限超過承認額が200万円、実績報告時の上限超過承認額が
200万円の場合、実績報告時の上限超過承認額は

300万円－200万円＝100万円とする。

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

上限超過額

実績報告時の
上限超過承認額
から削減する額

超過額の範囲内
に収まるよう調整。

例：交付申請時の事由、実績報告時の事由両方により
協議を行った場合

申請時の承認額

報告時の承認額

○ 交付申請時・実績報告時に選択できる事由、事由ごとの組み合わせとその場合の上限超過承認額は、次の図のとおり。

48


	執行方針
	スライド 0: 令和６年度地域支援事業実施要綱等改正について
	スライド 1

	１　介護保険制度における介護予防施策
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6: 介護予防事業の再編（平成26年介護保険法改正）
	スライド 7
	スライド 8: 地域支援事業の再編（平成26年介護保険法改正）

	２　総合事業の充実
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23

	３　地域包括支援センターの体制強化
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34

	参考　総合事業の上限管理
	スライド 35
	スライド 36: 介護予防・日常生活支援総合事業に要する額の上限（基本的な考え方） （介護保険法施行令第37条の13）
	スライド 37: 介護予防・日常生活支援総合事業の上限制度の運用の見直し （介護保険法施行令の改正・厚生労働省告示の創設）
	スライド 38: 介護予防・日常生活支援総合事業の上限制度の運用の見直し （令和６年度以降の個別協議要件）
	スライド 39: 令和６年度以降の個別協議の取扱（概要） 
	スライド 40: 事由１：災害による総合事業利用者の増加 
	スライド 41: 事由２：介護予防の効果が高い「新たなプログラム」の実施 
	スライド 42: 事由２：介護予防の効果が高い「新たなプログラム」の実施 （具体的な個別協議のイメージ）
	スライド 43: 事由３：75歳以上人口が減少している市町村 
	スライド 44: 事由４：人口が１万人未満の小規模市町村 事由５：離島等にあり高齢者１人当たり事業費額が１万円未満の市町村
	スライド 45: 事由６：75歳以上人口の伸び率を上回る介護予防支援利用者の増加 
	スライド 46: 事由７：総合事業の従事者に対する処遇改善の実施 事由８：継続利用要介護者に対する総合事業の実施
	スライド 47: 事由９：効果的に介護予防・重度化防止に取り組む市町村 
	スライド 48: （参考）事前協議・事後協議の組み合わせと複数事由による個別協議の取扱い 


